
これまでの対応への評価・課題等及び今後の対応 
１ 波毎の感染状況 

 

   

   

   

 

 

 
 

２ 課題と今後の対応（案）  

  これまで実施した第１波から第６波までの対応を評価し、顕在化した課題や関係者の意見を踏まえ、今後の対応を検討していく。 

区 分 
第１～５波 第６波 

今後の対応（案） 
主な対応 評価・課題等（下線部：現在も残る課題） 主な対応 評価・課題等（下線部：現在も残る課題） 

Ⅰ 医療体制 

(1)入院医療

体制 

a ﾌｪｰｽﾞに応じた機動的な医療体制

を構築 

b 空床補償や患者受入医療機関への

支援 

 

c 転院支援窓口の設置等による回復

者の転院支援 

d 新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ入院ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄｾﾝﾀｰ

（CCC-hyogo）による入院調整 

e中和抗体薬の投与体制を整備 

 

f医療従事者との意見交換会の実施 

ab 感染者数や病床使用率を踏まえた迅速、か

つ一般医療にも配慮した病床を確保・運用で

きたが、変異株や感染者の急増等の状況に応

じたさらなる病床等の確保・運用の検討が必

要 

c 感染者急増時においても、適切に入院病床を

確保 

d 円滑な入院調整により、症状に応じた適切な

医療を確保 

e 専用病床で宿泊療養施設と連携した短期入

院による治療を実施し、ﾊｲﾘｽｸ患者に対応 

f 診療内容や各病院の課題、先進事例等の共有

により、医療機関全体で対応に取り組む機運

が醸成 

① 感染拡大特別期において、症状

に応じた適切な療養を実施 

 中等症(概ねⅡ程度)→入院、 

中等症(概ねⅠ程度)→宿泊、 

軽症・無症状→自宅療養 を基本 

② ﾌｪｰｽﾞに応じた病床､宿泊施設の 

確保 

入院病床(1,529床)、 

宿泊療養施設(16施設、2,411室) 

 

① 高齢者等の長期入院により入院病床のひ

っ迫が生じたが、適切な療養実施や転院促

進により、一定改善 

 

 

② ｺﾛﾅ病床を確保することで、人員不足等に

より、救急等一般医療に影響が出た時期も

確認されたほか、こどもの重症患者数の増

加原因や入院期間が長期になった原因な

ど、ｵﾐｸﾛﾝ株特有の治療情報の分析などが

必要 

① 感染状況やﾜｸﾁﾝ接種状況を踏まえ、引き続き

適切な療養を実施するとともに、さらなる病床

確保に向けた検討を実施 

・7/15時点 入院病床(1,594床<+65床>) 

 

② 入院患者数等の推移を踏まえ、機動的にﾌｪｰｽﾞ

を運用するとともに、医療ひっ迫の回避に向け

て、重症患者等の治療情報などを分析し、医療

機関等との意見交換会で結果を情報共有する

ことで、科学的知見に基づいた対策を推進 

(2)宿泊療養

体制 

 

a ﾌｪｰｽﾞに応じた機動的な宿泊療養

体制を構築 

b看護師による 24時間体制の構築や

ﾏﾆｭｱﾙの作成、健康観察ｱﾌﾟﾘ等の導

入 

c DMAT等の仕組みを活用した医療ﾁ

ｰﾑの派遣(医療強化型宿泊療養施

設)及び往診の実施 

d往診・宿泊施設派遣医師の育成 

a感染者数等に応じ、速やかに宿泊療養施設を

確保・運用できたが、利用率が低迷 

b看護師等の派遣を委託するなど、人材確保を

継続し、安全かつ適切な健康観察体制を整備 

 

c症状に応じた適切な療養が可能となり、医療

ｹｱが必要な患者の受入が増加 

 

d現場対応の研修により、医師派遣・往診体制

が強化され、医療ｹｱが充実 

① 軽症者等は自宅療養が主となったことに

伴い、宿泊療養施設の利用は低調に推移し

ているものの、本人又は家族がﾊｲﾘｽｸ者に

該当する患者対応として一定程度必要 

② 社会経済活動の再開に伴う宿泊施設業者

の状況を見据えた対応が必要 

① 重症化ﾘｽｸのある者や自宅での隔離が困難な

者等については、宿泊療養施設を活用するなど

症状や感染状況に応じた適切な療養を実施 

 

② 当面の間対応可能な室数を確保できている

が、感染状況や宿泊療養施設の利用状況を踏ま

え、検討 

(3)外来医療

体制及び

医療資材

の備蓄 

 

a帰国者・接触者外来の設置 

 

b発熱等診療・検査医療機関の指定 

 

c 大型連休等に診療を行う医療機

関・薬局への運営経費を支援 

d発熱等受診・相談ｾﾝﾀｰの設置 

e発熱等診療・検査医療機関の公表 

 

 

f 医療機関や社会福祉施設等におけ

る医療資材等の備蓄 

a当初は設置数が少なく、苦情もあったが、施

設整備補助を通じ、さらなる確保を推進 

b ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞと新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の同時流行に

備え、地域の実情に応じて発熱患者を診察 

c年末年始等における外来医療・検査体制を確

保 

de かかりつけ医のない方からの相談に応じ、

適切な受診につながったが、保健所を介さず

受診可能な発熱等診療･検査医療機関へのｱｸ

ｾｽ向上が必要 

f施設等に加え、県でも使用量の数ヶ月分を確

保したが、使用期限の到来が近い資材の活用

の検討が必要 

① 発熱等診療･検査医療機関の公表 

・指定機関 1,721ヶ所 

(うち公表 1,443ヶ所 公表率 83.8%) 

② 発熱等診療･検査医療機関にお

いて、健康観察・診療を実施 

① 国から全ての医療機関の公表を検討する

よう要請 

 

② 自宅療養を行う軽症や無症状者への生活

支援を含めたﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟが必要 

① 発熱等診療・検査医療機関の指定を引き続き

進めるとともに、医師会と協調して、非公表の

医療機関に公表の働きかけを継続 

② 受診・検査による陽性者について、引き続き健

康観察・診療を実施するよう医師会に依頼 

（感染状況） 

流行規模 第１波 第２波 第３波 第４波 第５波 第６波(～6/17) 第７波(～7/14) 

新規感染者数(期間累計) 699人 2,551人 14,718人 22,949人 37,854人 357,118人 37,416人 

１日最大感染者数 42人(4/11) 62人(7/31) 324人(1/9) 629人(4/24) 1,088人（8/18) 6,562人(2/10) 4,638人(7/14) 

１日最大重症患者数 32人(4/22) 18人(8/19､10/17,18) 77人(1/16) 101人(5/11) 85人 （9/7) 53人(2/15) 5人(7/7～11,13,14) 

１日最大自宅療養者数 － － － 1,817人(5/8) 4,715人（8/27) 53,924人(2/14) 16,342人(7/14) 

最大病床使用率 103.3%(4/19) 40.3%(8/2) 79.4%(1/20) 85.1%(4/22) 75.3%(9/3) 77.2%(2/24) 37.8%(7/14) 

最大重症病床使用率 93.3%(4/19､20) 16.3%(8/19､10/17,18) 66.3%(1/16) 83.0%(5/6) 59.8%(9/7) 37.3%(2/15) 3.5%(7/7～11,13,14) 

 

 (死亡者の状況)※発表日ベース 

区分 第１波 第２波 第３波 第４波 第５波 第６波 第 7波 

死亡者数 45人 18人 467人 777 人 91人 853人 15人 

うち高齢者数（60代以上） 43人 18人 456人 744 人 73人 832人 15人 

うち高齢(60代以上)割合 95.5% 100% 97.6% 95.7% 80.2% 97.5% 100% 

死亡率(感染者数からの割合) 6.43% 0.70% 3.17% 3.38% 0.24% 0.23% 0.04% 

  

 

（令和４年８月２２日赤字修正） 

845人 

97.6% 

825人 



区 分 
第１～５波 第６波 

今後の対応（案） 
主な対応 評価・課題等（下線部：現在も残る課題） 主な対応 評価・課題等（下線部：現在も残る課題） 

Ⅱ 自宅療養

者のﾌｫﾛｰｱｯ

ﾌﾟ 

a帰国者・接触者相談ｾﾝﾀｰの設置 

 

 

b健康相談ｺｰﾙｾﾝﾀｰの設置 

 

 

c 健康観察ｱﾌﾟﾘによる自己ﾁｪｯｸ、専

門職による健康相談及び家庭訪問

の実施 

d ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰの貸し出し 

e食料品や衛生資材等の配布 

f 妊婦への血圧計の貸し出し及び小

児へのﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰの配布 

g往診実施医療機関への支援 

 

 

 

h経口抗ｳｲﾙｽ薬（ﾗｹﾞﾌﾞﾘｵ）の配備薬

局の確保 

(6/30時点登録施設数) 

 ﾗｹﾞﾌﾞﾘｵ：1,558 医療機関、915 薬局 

a 感染可能性が極めて高い者への有効な対策

として機能したが、健康福祉事務所の業務

がひっ迫 

b 人材派遣の導入により専門職を継続確保す

ることで、24 時間の相談体制を構築し、休

日や夜間等、多くの相談に対応 

cd 自宅療養者の病状の適切な把握や悪化時の

早急な対応に接続 

 

 

e 療養者や家族等の外出機会の必要性が低下

したほか、不安を軽減 

f 妊婦や小児の症状の変化を適切に把握でき

たほか、療養中の不安を軽減 

g 保健所(往診医療含む)の指示に基づき往

診・調剤・訪問看護を実施した事業所に対

し、協力支援金を給付することにより、医療

提供体制が充実 

h県下の薬局（約 2,500）の半数弱の 1,199薬

局を登録薬局として確保し、内 915 薬局で

配備済み（R4.6.30現在） 

① 24時間体制の自宅療養者等相談

支援ｾﾝﾀｰを設置(最大 50回線) 

 

 

② 市町と連携した生活支援の実施 

 

 

 

 

 

③ まん防時の往診等の協力金の増額 

(往診５→10万円/日等) 

④ 抗ｳｲﾙｽ経口薬（ﾊﾟｷﾛﾋﾞｯﾄﾞ）の配

備薬局の確保 

(6/30時点登録施設数) 

ﾊﾟｷﾛﾋﾞｯﾄﾞ：310 医療機関、360 薬局 

⑤ 健康相談ｺｰﾙｾﾝﾀｰを外部委託し、

感染状況に応じて相談体制を強

化 

 （電話回線最大 10回線→30回線） 

① 自宅療養者等相談支援ｾﾝﾀｰを設置するこ

とにより、保健所業務の負担が軽減され、

重症化ﾘｽｸが高い感染者に保健所対応を集

中 

② 自宅療養者の急増により、支援ｾｯﾄ(食料

品、衛生資材等)やﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰの配布遅延

が発生 

 

 

 

③ 自宅療養者等の往診等による医療を確保 

 

④ 360薬局を登録薬局として確保し、内 239

薬局で配備済み（R4.6.30現在） 

 

 

⑤ ｺﾛﾅの後遺症は、原因は不明な点が多く、

確立された治療法がないため、就労や生活

などへの支障に配慮し、対象者への相談及

び医療体制の整備が必要 

① 自宅療養者等相談支援ｾﾝﾀｰの相談対応体制を

強化し、医師会の協力のもと、陽性患者に診断

時など早期から「自宅療養者等相談支援ｾﾝﾀｰ」

を周知 

② 自宅療養生活に備えた必要な物資について、ﾁ

ﾗｼ、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等で周知するとともに、支援ｾｯﾄの

調達業者を複数確保し、ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰを同ｾﾝﾀｰが

直接配布することにより、配布を迅速化 

  また、きめ細やかな生活支援を実施する市町の

経費を県が負担 

③ 感染状況を踏まえ、適切に往診・訪問看護・調

剤体制を確保 

④ 新たな経口抗ｳｲﾙｽ薬（ｿﾞｺｰﾊﾞ）の承認時期及び

承認後の供給体制に関する情報収集に努め、供

給体制を整備 

 

⑤「罹患後症状」に悩む方々への相談支援として、

専用相談窓口を開設(7/7)するとともに、かかり

つけ医等を基本とした地域医療をｻﾎﾟｰﾄするた

め、県医師会と連携し地域診療体制整備を進め

る医師研修会（8/4）を実施 

Ⅲ 保健所体制 

 

a 県職員に加え、潜在看護職（看護

協会・看護系大学）や OG保健師等

による応援派遣の実施 

b民間派遣ﾁｰﾑを活用した事務補助 

 

c積極的疫学調査の重点化 

 

d 職員 1,000 人に保健所業務の研修

を実施 

e ﾘｴｿﾞﾝ（連絡調整要員）の配置 

 

a現場の負担軽減に繋がったが、感染者の急増

に伴い、保健所業務がひっ迫したことから、

機動的な応援体制の確保が必要 

b 保健所職員が患者対応に注力できる体制を

構築できた 

c「命を守ること」を最優先し、迅速な療養調

整に繋がった 

d応援職員が即戦力として活動可能になり、応

援体制が強化された 

e各保健所の課題に応じた応援ができたほか、

応援受入にかかる保健所の負担軽減が図れ

た 

① 保健所への応援職員の派遣体制

の強化 

・計 7605人 

(本庁等:4363人､県民局：3241人) 

 

 

 

 

② 積極的疫学調査のさらなる重点

化の実施 

③ 保健所業務の集約化のため、「保

健所業務支援室」を設置（約 1,120

人応援） 

 

 

④ ICTを活用し、保健所の業務ﾌﾛｰ

を統一化するため、関係者のﾌﾟﾛ

ｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ(PT)よる新ｼｽﾃﾑの検討

を実施(5月) 

① 応援職員の増員と県職員派遣時の長期派

遣の実施により、陽性者数の増加にも対応 

 

 

 

 

 

 

② ｵﾐｸﾛﾝ株の特徴を踏まえた重点化により

保健所が重症化ﾘｽｸのある者への対応に集中  

③一部業務が集約され保健所業務のひっ迫

を回避できたが、感染患者の急増による療

養証明依頼が増加し、発行が遅延 

 

 

④ PTで検討したｼｽﾃﾑを全て構築するには、

時間も経費もかかることから、優先業務か

らｼｽﾃﾑを構築 

① 民間派遣の増員及び県職員の全庁応援により、

保健所業務支援室をさらに強化 

 ○現在の業務支援室体制 

  県職員 2名＋民間派遣 20名 計 22名 

 ○今後の体制（県職員による全庁応援の実施） 

  7/15～ 計 30名規模（＋約 10名） 

  7/19～ 計 60名規模（＋約 30名）※ 

   ※ 感染状況を踏まえ、最大計 100 名規模まで増員 

② 当面、ｵﾐｸﾛﾝ株が主流の感染状況において、疫

学調査の重点化を継続 

③ 医師会の協力によりﾊｰｼｽへの発生届入力を促

進するとともに、代行入力作業などの単純作業

は、保健所業務支援室に集約。また、療養証明

事務を「自宅療養者等相談支援ｾﾝﾀｰ」で代行し、

早期に発行 

④ 保健所の優先業務ﾌﾛｰを ICT化する感染情報共

有ｼｽﾃﾑを順次構築(9 月～12月頃) 

Ⅳ その他 

(1)検査体制 

a 健康科学研究所の体制強化及び民

間委託の推進 

b地域外来・検査ｾﾝﾀｰの開設 

 

 

c ﾊｲﾘｽｸ者が多い施設等における幅

広な検査の実施 

 

d 政府実施の無症状者向け PCR 検査

（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ検査）への協力 

 

e抗原検査簡易ｷｯﾄの配布 

 

a検査機器の導入支援や休日の検査実施、民間

委託により検査体制を拡充 

b ｾﾝﾀｰの設置や「発熱等診療・検査医療機関」

の指定を進め、検査処理能力の拡充ととも

に、検査対象者の拡大を推進 

c感染者が出た場合に、濃厚接触者に加え、幅

広く関係者に対して検査を実施すること

で、ｸﾗｽﾀｰ化を抑制 

d 県内の流行傾向の把握など一定の役割を果

たしたが、感染拡大時の検査体制の構築に

は全国的な無料検査体制の構築が必要 

e希望施設への配布を通じ、流行を早期探知す

る体制が構築された 

① 感染拡大傾向時の一般検査事業 

・検査箇所:376箇所(6/26時点) 

(検査能力 10,209件/日) 

・検査実績:260,478件 

(12/29～6/26[180日間]) 

 ・陽性者 15,027人 

(陽性率 5.76%) 

② 変異株 PCR 検査・ｹﾞﾉﾑ解析の実 

施 

① 感染拡大時には、有症患者も多く、無症状

陽性者が受診できる医療機関が限られ、受

診までに時間がかかる事例が発生。無料検

査の事業継続には感染状況等の注視が必

要 

 

 

② 新たなｵﾐｸﾛﾝ株の亜種が発生するなど、変

異株の監視体制が必要 

① 無料検査の陽性者への指導・受診確認を継続し

て行える体制を確保するとともに、感染者数、

近隣府県の無料検査の状況を踏まえ、当面実施

を継続 

 

 

 

② 変異株 PCR検査・ｹﾞﾉﾑ解析などのｹﾞﾉﾑｻｰﾍﾞｲﾗﾝ

ｽ体制を強化し、新たな変異株の動向を把握 

(L452R/ｵﾐｸﾛﾝ株（BA.5）5/23週分～開始) 



区 分 
第１～５波 第６波 

今後の対応（案） 
主な対応 評価・課題等（下線部：現在も残る課題） 主な対応 評価・課題等（下線部：現在も残る課題） 

(2)ワクチン

接種の推進 

a ﾜｸﾁﾝ対策課及び県参事、室参事、

課参事の設置 

b 医療従事者及び高齢者等への優先

接種の実施 

c県大規模接種会場の設置 

d職域接種の開始 

e 副反応専門相談窓口及び副反応専

門医療機関の設置 

f ﾓﾃﾞﾙﾅ及びｱｽﾄﾗｾﾞﾈｶﾜｸﾁﾝ接種ｾﾝﾀｰ

の設置 

a市町等との連携により、接種希望者が円滑に

接種できる接種体制を構築 

b 7月末で 2回目の優先接種が完了 

 

cd市町が行う住民接種の加速化が促進 

 

e接種前後の副反応への不安を払拭し、接種が

促進 

f ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄの役割を果たすとともに、ｱﾚﾙｷﾞｰ反

応があり接種できない者への接種機会を確

保 

① ３回目接種にかかる大規模接種

会場での規模拡大、夜間接種、当

日予約の受付､団体接種の予約受

付の実施、市町と連携した追加接

種の推進 

・大規模接種会場の接種者数 

   ３回目：87,572人(4/19時点) 

② ４回目接種の開始 

60 歳以上の者 

18 歳以上 60 歳未満の者であっ

て基礎疾患を有する者 

 

③ ﾉﾊﾞﾊﾞｯｸｽﾜｸﾁﾝの接種開始 

 

① 若者世代における追加接種の接種率が低

いため、若者等の接種促進に向け、最新の

知見に基づくﾜｸﾁﾝ接種の効果等の情報発

信の強化等が必要 

 

 

 

②・接種を希望する医療従事者等が接種でき

る環境の整備が必要 

・高齢者施設等における接種実施進捗状況

の実態調査では、9 月末までに概ね接種

完了見込み 

③ mRNA ﾜｸﾁﾝに対するｱﾚﾙｷﾞｰを持つ者や副反

応に不安のある者等に対し、新たな選択肢

を提示 

①・若者の接種推進に向けた動画等での情報発信

や大学・専門学校等の団体接種への支援など、

若者のﾜｸﾁﾝ接種加速に向けた取組を推進 

・県大規模接種姫路会場については、９月末ま

で設置期間を延長 

・接種加速化・利便性向上のため、県大規模接

種会場での予約なし接種を開始（7/17より） 

②・３回目接種から５ヵ月経過後、速やかに４回

目を接種するよう要請 

・４回目接種の対象者が正式に拡充された場

合、市町に対し、接種促進に向けた体制整備を

依頼 

③ ﾉﾊﾞﾊﾞｯｸｽﾜｸﾁﾝの接種機会のさらなる確保とし

て、８月も７月並の接種枠を確保（７月 1,820

回→８月 1,670回） 

(3)高齢者施

設への対策 

a 協力施設からの職員派遣等の仕組

みを整備 

b 新規就労職員・新規入所者への検

査の実施 

c回復者の退院受入支援の実施 

 

 

 

d感染管理認定看護師等を派遣 

 

e 施設従事者に対する集中的検査の

実施 

 

 

f ｸﾗｽﾀｰ発生施設等に共通する「感染

拡大につながる要素」に関して留

意事項を作成し周知 

g 感染者が、やむを得ず当該施設で

の療養となった場合に、当該継続

入所に要する経費の支援 

a協力施設確保のため、各施設への一層の協力

要請が必要 

b 施設に新型ｺﾛﾅを持ち込まないよう、検査の

積極的活用の周知が必要 

c 回復者の受け入れを感染疑いがあるとして

拒むことは受け入れ拒否の正当理由に該当

しないことの徹底と、退院受入支援の活用の

周知が必要 

d 患者発生時の派遣により、ｸﾗｽﾀｰ化を防ぐ初

動体制の構築を支援 

e 施設等に対する検査の積極的活用の周知が

必要 

感染状況、ﾜｸﾁﾝ接種状況等を踏まえ、実施時

期や方法等の見直しが必要 

f当該留意事項の継続的な周知を実施 

 

 

g各施設に対して経費の支援を実施 

 

 

① 施設での感染防止対策の徹底 

 (感染防止に関する通知の発出

等) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 施設従事者に対する集中的検査 

 (月１回→２回) 

 

 

 

③ 施設利用者､従事者の３回目ﾜｸﾁ

ﾝ優先接種の実施 

 

 

 

④ 施設従事者である濃厚接触者の

毎日の検査を条件とした待機免

除を円滑に実施するために必要

な抗原検査ｷｯﾄを健康福祉事務所

等で備蓄 

① 感染防止対策のさらなる徹底や、地域の

実情に応じた施設と医療機関のさらなる

連携が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 施設従事者に対する集中的検査につい

て、検査実施期間の延長と、ｵﾐｸﾛﾝ株の特性

を踏まえた迅速かつ柔軟な方法の検討が

必要 

 

③ 従事者の接種券が各市町から届くのを待

ち、接種が遅れることがあったため、早期

の接種に関し、各市町への依頼が必要 

 

 

④ 健康福祉事務所等で抗原検査ｷｯﾄ 14,000

個を備蓄 

 

 

 

① 感染防止対策の周知徹底を図るほか、保健医

療部と福祉部が連携し、施設、医療機関、保健

所の情報共有の促進と、連携体制を強化する取

組を実施 

 ○ 施設の配置医師や協力医療機関の連携状況

等の調査 

・配置医師の主な診療科、協力医療機関の有無 

・新型ｺﾛﾅ治療体制(経口薬の投与等) 

・第６波での新型ｺﾛﾅ治療の実績など 

 ○ 配置医師、協力医療機関の医師、施設管理者

等を対象にした研修会の開催 

・感染症対策に関する県施策の説明 

・施設における取組等に関する講演など 

 ○ 施設に対し、オンライン面会などの対応 

の検討を要請 

② 検査頻度の見直しと迅速化 

 ・実施期間 R4.5月末まで → R4.9月末まで 

 ・検査回数 月２回程度  → 月４回程度 

 ・検査方法 ＰＣＲ検査  → 抗原定性検査 

              （検査ｷｯﾄの活用） 

③ 入所者全員の４回目接種時期が到来した後 

に一斉に接種を行うのではなく、４回目接種時

期が到来した入所者毎に、一定の人数により接

種を行うなど、各施設において接種促進に向け

た取組を展開するよう周知 

 

 

 



 

区 分 
第１～５波 第６波 

今後の対応（案） 
主な対応 評価・課題等（下線部：現在も残る課題） 主な対応 評価・課題等（下線部：現在も残る課題） 

Ⅴ 社会活動 

制限等 

a 不要不急の外出等の自粛、多数利

用施設の使用制限、イベントの開

催制限、飲食店等の休業・時短営

業の要請等を実施 

 

 

b 同一交流圏である大阪府・京都府

と整合を図ったうえで、外出自粛

等の要請を実施 

 

 

 

 

c マスク着用や三密の回避、定期的

な室内換気など感染防止策の徹底

とともに、職場や施設等において、

「業種別ガイドライン」による基

本的な感染防止策の徹底を呼びか

け。 

d 在宅勤務(テレワーク)や時差出勤

等により、人と人との接触の機会

を減らす等、感染拡大予防対策を

推進 

e 本部会議等の都度、記者会見にお

いて、知事から県民等に対する感

染防止等のメッセージを発出 

f アクリル板等（パーティション）

の設置や座席の間隔確保、手指消

毒の徹底など基準を満たしている

飲食店等について、新型コロナ対

策適正店の認証制度を実施 

g 令和２年６月に「新型コロナウイ

ルス感染症に対応した避難所運営

ガイドライン」を策定し、市町に

おける新型コロナ感染症対策に十

分留意した避難所運営を支援する

ため、研修会等を開催するととも

に、市町に避難所運営マニュアル

の見直し、避難所訓練の実施を働

きかけ 

a 感染拡大防止と社会経済活動の両立

を図るため、各種要請については、国

の方針を踏まえつつ、現場の状況に

応じた期間や内容等により実施する

ことが必要 

 

b 外出自粛等の要請について、近隣府

県との間で整合を図ることにより、

感染拡大防止に寄与 

 

 

 

 

c 基本的な感染防止策の徹底は重要 

 

 

 

 

 

d 感染症対策に加え、ワークライフバ

ランスに配慮した多様で柔軟な働き

方にも貢献 

 

e 知事からのメッセージにより、丁寧

に説明・発信することで、県民等の理

解や協力を得ることは重要 

f 県内飲食店等での感染防止に寄与す

るとともに、県民の不安感の緩和に

貢献 

 

 

g 避難所での感染防止だけでなく、避

難所での感染を恐れて避難行動・安

全確保行動をとらず犠牲になること

を防ぐことに寄与 

① 感染状況等に応じて、飲食店等に関

する制限を実施（6/1 から人数及び時

間の制限を解除） 

 

 

 

② イベントの開催について、国の基本

的対処方針を全エリアに一律に適用

することにより、開催が見送られる例

があったことから、県が地域の実情に

合わせ、エリアごとで求める感染対策

を明示するなど、感染防止対策の具体

的な考え方を市町に提示 

③ 適切なマスク着用について、国の方

針等を踏まえた具体的な考え方を提

示。また、体調の異変を感じた際には

通勤や通学等を控え、医療機関に連絡

の上、受診するよう呼びかけ 

 

④ 在宅勤務(テレワーク)や時差出勤等

により、人と人との接触の機会を減ら

す等、感染拡大予防対策を推進 

 

⑤ 県 HPにおいて、感染症の専門家と知

事が、コロナウイルスの特徴や感染予

防策等を解説した動画を発信 

⑥ 認証店は９割超となっており、引き

続き対策を求めるとともに、非認証店

については、認証を獲得するよう呼び

かけ 

 

⑦ ほとんどの市町において、新型コロ

ナウイルス感染症対策に留意した「避

難所運営マニュアル」の見直しがなさ

れるなど取組が進んでおり、引き続

き、避難所訓練などを通じ、対策の徹

底を図る 

① 飲食店等に関する制限は感染抑制に一

定有効であり、今後も、食べながらの会話

を控えるなどの感染防止策の徹底が必要 

 

 

 

② 国の指針に基づくイベント制限は有効

であるが、基本的な考え方にとどまって

いる。このため、地域の実情に応じ、現場

に即した制限の具体的な考え方を示して

いくことは有効 

 

 

③ 着用が不要な場面や熱中症のリスクが

ある場面でもマスクが着用される例や、

体調の異変を感じていたにもかかわら

ず、通勤等を継続して感染が広がった例

が確認されており、引き続き周知が必要 

  

④ 感染症対策に加え、ワークライフバラン

スに配慮した多様で柔軟な働き方にも貢

献 

 

⑤ 文字だけでなく、映像による呼びかけは

分かりやすいとの評価 

 

⑥ 非認証店に対し、認証のメリットを分か

りやすく伝えることが必要 

 

 

 

⑦ 避難者間の距離を一定空けることは収

容人数の減につながり、市町の避難所数

を増加することが求められる 

 

 

① 国の基本的対処方針や感染状況等を踏まえ、社会

経済活動と両立可能な感染防止策を引き続き実施。 

 国では、次の感染症危機に備えるため、内閣官房に

「内閣感染症危機管理庁(仮称)」の設置や、事業者

や個人への要請等の実効性の向上等を検討するこ

ととされており、これらを踏まえた対応を実施 

② 地域のにぎわいを取り戻すため、イベント開催制

限の基本的な考え方に加えて、現場に応じた具体的

な考え方を提示するなど、地域の活動が適切に行え

るよう分かりやすい情報発信に努める 

 

 

 

③ 着用が不要な場面ではマスクを外して構わない一

方、休憩や飲食時でも会話をする際にはマスクを着

用するなど適切にマスクを着脱すること、また体調

の異変を感じた際には通勤等を自粛して医療機関

を受診することについて、重ねて周知 

  

④ 従業員の感染等による出社人数の減少などに対応

するため、業務継続計画（BCP）の策定及び事業継続

マネジメント（BCM）の実践を伴走型支援により推進 

 

⑤ 引き続き分かりやすく住民に必要な取組を呼びか

ける 

 

⑥ 県民に認証店の利用を推奨するとともに、引き続

き非認証店で酒類を提供する場合はアクリル板等

の設置や効果的な換気の実施など、一定の対策を求

めていく 

 

⑦ 民間宿泊施設等との連携等により避難所の確保に

努める 

 

 



保健所業務支援室等の体制強化
(1) 保健所業務支援室（本庁）の体制強化

陽性者の急増に対応するため、本庁職員の応援等による業務支援室の体制強化を実施

(2) 保健所への応援

区分 現行 ７/15～ 7/19～

・・・

最大

県職員 ２ 10 35 60
民間派遣 18 20 25 40

合計 20 30（+10） 60（+40） 100（+80）

保健所の要請に応じ、県民局・県民センター長のマネ
ジメントで柔軟かつ機動的な職員派遣を実施

※感染状況に応じ、最大100名体制まで拡充

各保健所のHER-SYS入力、マスターデータ作成といった事務的業務や、無症状・軽症者への連絡等を本
庁に設置した保健所業務支援室に集約し、一括処理。 保健所職員は中等症患者等の対応に専念。

保健所業務支援室保健所業務支援室

本庁

業務支援室

県民局

職員応援

保健所

業務集約

応援業務応援業務

派遣予定派遣予定

・ 保健所業務支援室との連絡調整、発生届の仕分け
・ 疫学調査、パルスオキシメーターの配布、検体搬送
・ 県民、陽性者からの問い合わせ対応 等

・ ７/19～：伊丹健康福祉事務所、宝塚健康福祉事務所
※以降については、保健所の状況を踏まえ、迅速に派遣


